
横浜国立大学・教育学部・准教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２７０１

基盤研究(C)（一般）

2017～2015

特別支援教育における合理的配慮決定のための合意形成プロセス

Consensus building process for determination of reasonable accommodation in 
special needs education

１０３５９１１９研究者番号：

徳永　亜希雄（tokunaga, akio）

研究期間：

１５Ｋ０４５８７

平成 年 月 日現在３０   ６ ２０

円     3,600,000

研究成果の概要（和文）：合意形成プロセス以前に，合理的配慮の捉え方の検討が必要と判断して検討した結
果，「障害のない子どもと同様に，個々に応じた学習の機会を整える，スタートラインを揃えるための配慮」と
して結論づけた．合意形成の手段として着目したICFの概念の活用については，子どもの実態を多面的・総合的
に捉えることにより，適切な合理的配慮の検討が可能となることが確認された．分類項目のセットは，見落とし
なく，多面的に実態を捉えるための活用可能性が示された．一方、実態の関するアセスメントや教育的ニーズの
評価にICF-CYを活用しているポルトガルでの取組は，合理的配慮を含めたインクルーシブ教育全体が参考になる
ことが示された．

研究成果の概要（英文）：Prior to the consensus building process, as a result of examination 
considering examination definition of reasonable accommodation and considering it, it was concluded
 "As with children without disabilities, to prepare opportunities for learning according to 
individual, consideration for aligning start lines" . Concerning the utilization of the concept of 
ICF focused as a means of consensus building, it was confirmed that by considering the actual 
situation of children in a multifaceted and comprehensive manner, it is possible to consider 
appropriate reasonable accommodation. The set of category items was shown not to overlook, but the 
possibility of utilization to capture the actual situation in many perspective was shown. On the 
other hand, efforts in Portugal, which utilize ICF-CY for assessment of actual conditions and 
evaluation of educational needs, showed that inclusive education as a whole, including reasonable 
accommodation, will be helpful.

研究分野：特別支援教育
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１．研究開始当初の背景 
障害者の権利に関する条約（以下，「障害
者権利条約」という）が批准され，障害を理
由とする差別の解消の推進に関する法律が
施行された．学校教育の文脈では，インクル
ーシブ教育システム構築に向けて特別支援
教育が推進される中，個々の教育的ニーズに
応じた合理的配慮が提供されることが求め
られることになった． 
中央教育審議会初等中等教育分科会から
の報告（2012,以下，「中教審分科会報告」）
では，合理的配慮は，個々の障害の状態や教
育的ニーズ等に応じて決定され，設置者･学
校と本人･保護者により，合理的配慮の観点
を踏まえ，可能な限り合意形成を図った上で
決定し，提供されることが望ましいとされた． 
また，合理的配慮の決定の際には，ICF（国
際 生 活 機 能 分 類 ， International 
Classification of Functioning, Disability 
and Health）を参考にする旨も述べられた． 
しかしながら，合理的配慮決定・提供のため
の具体的な方法，特に合意形成プロセスに関
するもの，そして，ICFやその児童版である
ICF-CY（Children and Youth Version）の活
用を関連づけたものは，ほとんど見あたらな
かった． 

ICF及び ICF-CY活用については，特別支
援学校における成果として，教職員による子
どもの理解がより多面的･総合的になった，
共通理解や連携がしやすくなったという回
答が多かったことや，話し合いや面談場面で
も活用されていることが報告されているこ
とから，特別支援学校を含めた特別支援教育
において,合理的配慮を検討･決定し，提供し
ていくための有効なツールとして ICF が活
用できる可能性が考えられた． 
そこで，研究代表者他は，日本特殊教育学
会において「ICFと合理的配慮と特別支援教
育」と題した自主シンポジウムを継続的に企
画運営し，特別支援支教育における合理的配
慮の捉え方や提供に至る過程での ICF 及び
ICF-CY の活用等について検討を進めてきた．
その結果，次の 4点が明らかになった． 
すなわち， 

1)概念的枠組みの活用により，教育活動を参
加や活動の視点から捉え，合理的配慮を環
境因子の視点から整理でき，全体像がつか
みやすくなる． 

2)合理的配慮・基礎的環境整備の観点及び例
示と ICF-CYの項目との適合性検討が必要
である． 

3)事例での検討が重要であり，中でも関係者
間の合意形成プロセスの検討が課題とし
て考えられる． 

4)諸外国の検討が必要である，ということで
あった． 
以上が研究開始当初の背景であった． 
 
＜引用文献＞ 
①中央教育審議会初等中等教育分科会，共生

社会の形成に向けたインクルーシブ教育
システム構築のための特別支援教育の推
進（報告），2012． 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は，研究代表者他によって取
り組んできた日本特殊教育学会自主シンポ
ジウム｢ICFと合理的配慮と特別支援教育｣で
得られた知見，及び同メンバーによるこれま
での関連研究の成果の発展を通して，特別支
援教育における合理的配慮決定のための合
意形成プロセスについて，ICFの活用に着目
しながら検討し，その在り方について明らか
にすることとした． 
さらに，得られる知見については，合意形
成プロセスを盛り込んだ，事例での検討にお
いて活用可能な｢合理的配慮検討手順」とし
て提案を目指すこととした． 

 
３．研究の方法 
 主な研究方法は次の通りである． 
①文献研究（特別支援教育や障害者権利条約，
障害者施策等に関するもの，及び「合意形
成学」や「交渉学」等の分野に関するもの．） 
 
②国内の学校や教育委員会等における取組
についての資料収集 
 
③中教審分科会報告に示された合理的配
慮・基礎的環境整備の観点及び例示の内容
や国立特別支援教育総合研究所のインク
ルーシブ教育システム構築支援データベ
ースの実践事例との記載内容と，ICF-CY の
分類項目の適合性の検討 
 
④合理的配慮と特別支援教育とICFの関連性
を検討するシンポジウム（日本特殊教育学
会）やラウンドテーブル（日本特別教育ニ
ーズ学会）の開催を通した検討 
 
⑤諸外国の一つとして，ポルトガルでの取組
に関する文献及び実地調査等を通した検
討 
 
⑥①～⑤の知見を踏まえた，｢合理的配慮検
討手順(試案)｣の作成 
 
４．研究成果 
(1)合理的配慮検討時の ICF及び ICF-CY 活用
の可能性 
まず，ICF 及び ICF-CY の概念的枠組みの活
用については，特に参加・活動・環境因子の
視点から子どもの実態を多面的・総合的に捉
えることにより，適切な合理的配慮の検討が
可能となることがあらためて確認された． 
次に，合理的配慮や基礎的環境整備の観
点・例示との適合性検討の結果，導かれた分
類項目のセットは，見落としなく，多面的に
子どもの実態を捉えることに寄与でき，合理
的配慮や基礎的環境整備を検討していくた



めに活用可能性があることが示された．また，
インクルーシブ教育システム構築支援デー
タベースの実践事例との記載内容と，ICF-CY
の分類項目の適合性の検討した結果，障害種
別の事例の合理的配慮検討時の活用可能性
が支持された． 
 
（２）合理的配慮概念の再検討 
前研究においては，合意形成プロセス以前
に合理的配慮の捉え方そのものについての
検討をさらに進める必要があるとの結論を
得たことを踏まえ，シンポジウム等を通して
検討を進めた．その結果，合理的配慮とは「障
害のない子どもと同様に，個々に応じた学習
の機会を整える，スタートラインを揃えるた
めの配慮」として，結論づけた． 
また，合理的配慮の方向性としては，成長
発達段階にある子どもの学びを奪わない，過
保護にならないものとなる必要があり，これ
までのものに「加える配慮」だけではなく「差
し引く配慮」もありえることとして，結論づ
けた．  
 
（３）諸外国の取組の検討～ポルトガルを中
心に 
諸外国の一つとして，国全体の制度として
子どもの実態に関するアセスメントや教育
的ニーズの評価に ICF-CY を活用しているポ
ルトガルの取組に注目し，合理的配慮を含め
た同国のインクルーシブ教育全体について
も検討した．その結果，日本の小･中学校に
あたる基礎学校で行われるインクルーシブ
教育においては，Special School を改編し
た Resource Centre for Inclusion による支
援が鍵となっており，日本の特別支援学校の
センター的機能を検討する上でも参考にな
ることが示された． 
 
（４）合理的配慮形成プロセスの具体的手だ
て～「合理的配慮決定手順（試案）」の検討 
研究の最終産物として位置付けた「合理的
配慮決定手順（試案）」（以下，決定手順試案
という）は，1)合理的配慮や関連用語等に関
する説明，2)合理的配慮の決定・提供・評価・
見直し・引き継ぎ等の流れ，3)活用事例，4)
諸様式，5)参考資料等一覧，で構成した． 
合意形成をしながら適切な合理的配慮を
検討・決定していくプロセスにおいては，設
置者及び学校が体制面，財政面をも勘案し，
均衡を失した又は過度の負担について個別
に判断し，現在の必要とされている合理的配
慮や，優先度を勘案して共通理解を図る必要
があるとされていることを踏まえ，そのため
のツールとして｢負担と均衡のマトリクス」
や「必要度と優先度のマトリクス」を作成す
るとともに，前述分類項目のセットも採用し
た． 
決定手順試案の作成にかかる事例検討で
は，合理的配慮という用語や，そのことを含
むインクルーシブ教育システムに比較的馴

染みがあり，なお且つ，本人，保護者，学校，
設置者等の関係者の研究協力の同意が得ら
れやすかった特別支援学校をフィールドと
して取り組んだ．その結果，特別支援学校事
例での有用性が支持された． 
 
（６）今後の課題 
清水他(2016)は，合理的配慮の検討は「通
常教育」で取り組む重要性を指摘している．
そもそも合理的配慮は特別支援学校のみな
らず，小・中学校等でも取り組む課題である
が，そこまで踏み込んだ検討ができなかった
課題として残った．今後，小中学校等での事
例で検討を進める必要性がある．  
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